
事後審査型［単体］
（特別簡易型・簡易型I・II型）

（別記様式１－１）（単体用）

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　　　　殿

住所　〒***-****　○○市○○○

商号又は名称　○○建設

代表者氏名　　○○○○

建設業許可番号（8桁）

資格確認資料記載責任者氏名　　○○○○

電話　　　　 ***－***－****

E-mailｱﾄﾞﾚｽ　 **＠**．**．**

　申請書及び確認資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。

1 公告文２ 入札参加資格に定める事項（別記様式1-2）

2 施工実績、優良建設業者表彰を記載した書面（別記様式2）

3 配置予定技術者の資格等、施工経験、優良技術者表彰、継続教育の状況を記載した書面(別記様式3、3-2)

配置予定技術者の審査対象期間の追加事由を記載した書面(別記様式3-3)

特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項を記載した書面(別記様式3-4)

4※ 工程表を記載した書面(別記様式4-1） ※簡易型Ⅰ型のみ

4※ 施工計画を記載した書面(別記様式4-2、4-3、4-4） ※簡易型II型のみ

5 近隣地域での施工実績を記載した書面（別記様式5）

6 登録基幹技能者等の活用、県内企業の下請活用、若手・女性技術者の配置を記載した書面（別記様式6）

7 週休2日、ＩＣＴ及び難工事の施工実績を記載した書面（別記様式6－2）

「労務費見積り尊重宣言」に係る誓約書（別記様式6-3）と公表した事実が確認できる資料 ※誓約する場合のみ

8 工事成績を記載した書面（別記様式7)

9 企業手持ち工事量を記載した書面（別記様式8）

10 社会資本維持活動の実績、災害協定締結の有無を記載した書面（別記様式9） 

注）作成にあたっては、総合評価方式の運用及び入札説明書を参照すること。

入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書 （１）

　令和○年○月○日付けで公告のありました○○○○○工事に係る入札参加資格について確認された

く、下記の書類を添えて申請します。

記

提出者
サイン
［手書き］

所属
（部課等）

氏名 記載例



事後審査型［JV］
（特別簡易型・簡易型I・II型）

（別記様式１－１）（共同企業体用）

令和　　年　　月　　日
沖縄県知事　　　　殿

●●●●・■■■■・▲▲▲▲特定建設工事共同企業体

代表 住所　〒***-****　○○市○○○
構成員 商号又は名称　●●●●

代表者氏名　　○○○○
建設業許可番号（8桁）

代表構成員の出資比率 ％
資格確認資料記載責任者氏名　　○○○○
電話　　　　 098-****
E-mailｱﾄﾞﾚｽ　 **＠**．**．**

構成員 住所　〒***-****　○○市○○○
商号又は名称　●●●●
代表者氏名　　○○○○
建設業許可番号（8桁）

構成員の出資比率 ％

構成員 住所　〒***-****　○○○町○○
商号又は名称　■■■■
代表者氏名　　○○○○
建設業許可番号（8桁）

構成員の出資比率 ％

　申請書及び確認資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。

1 公告文３ 入札参加資格に定める事項（別記様式1-2、1-3）

2 施工実績、優良建設業者表彰を記載した書面（別記様式2）

3 配置予定技術者の資格等、施工経験、優良技術者表彰、継続教育の状況を記載した書面(別記様式3、3-1、3-2)

配置予定技術者の審査対象期間の追加事由を記載した書面(別記様式3-3)

特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項を記載した書面(別記様式3-4)

4※ 工程表を記載した書面(別記様式4-1） ※簡易型Ⅰ型のみ

4※ 施工計画を記載した書面(別記様式4-2、4-3、4-4） ※簡易型II型のみ

5 近隣地域での施工実績を記載した書面（別記様式5）

6 登録基幹技能者等の活用、県内企業の下請活用、若手・女性技術者の配置を記載した書面（別記様式6）

7 週休2日、ＩＣＴ及び難工事の施工実績を記載した書面（別記様式6－2）

「労務費見積り尊重宣言」に係る誓約書（別記様式6-3）と公表した事実が確認できる資料 ※誓約する場合のみ

8 工事成績を記載した書面（別記様式7)

9 企業手持ち工事量を記載した書面（別記様式8）

10 社会資本維持活動の実績、災害協定締結の有無を記載した書面（別記様式9） 

注）作成にあたっては、総合評価方式の運用及び入札説明書を参照すること。

記

入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書 （１）

　令和○年○月○日付けで公告のありました○○○○○工事に係る入札参加資格について確認されたく、下

記の書類を添えて申請します。

提出者
サイン
［手書き］

所属
（会社名）

氏名
記載例



事後審査型［単体・JV代表者］
（特別簡易型・簡易型I・II型）

（別記様式１－２）（単体用及び共同企業体の代表者用）

公告文 入札参加資格に定める事項

＜申請者記入欄＞※1

1
該当する。
（○等級）

2
別記様式２のとおり施工実績
を有する。

3 該当する。

4
別記様式３のとおり配置でき
る。

5 該当する。

6 同条の規定に該当しない。

7 該当する。

8
提出日現在、指名停止の措置
は受けていない。

9
更生手続及び再生手続開始の

申立てはしていない。

10
他の入札参加者との間に資本
関係又は人的関係等はない。

11
設計業務等の受託者と資本関
係、人的関係等はない。

12 排除要請は受けていない。

13
該当する。

（○○一式工事、
総合評定値○○○点）

14
別記様式２のとおり施工実績
を有する。

※1 ＜申請者記入欄＞は記入例なので、適宜書き換えること。

※2 添付書類は、提出様式等一覧で確認すること。

入札参加資格確認申請書（２）

※JVの場合、代表者について記入する。

資格確認項目

地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

建設業法に定める○○建設業の許可を受けた者であって、沖縄県の令和
○・○年度建設工事入札参加資格者名簿に、○○工事業の○等級又は○
等級として登録されている者。

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた
者を除く。）でないこと。

建設業法第27条の23に規定する経営事項審査を受けた者であって、経営
事項審査結果通知書が有効期限内にあること。

＜同一工種・同種工事＞の施工実績を有すること。

沖縄県内＜○○事務所管内＞に、建設業法に基づく主たる営業所＜又は
従たる営業所＞が存在すること。

申請期限日現在の○○一式工事の経営事項審査で、直近の総合評定値が
○○○点以上あり、経営事項審査結果通知書が有効期限内にあること。

要件を満たす赤土等流出防止対策の施工実績があること。

要件を満たす技術者を配置できること。

配置予定技術者については、申請日以前に３か月以上の直接的かつ恒常
的な雇用関係があること。

申請書及び確認資料（事後審査（自己評価）型の場合は、自己評価表）
の提出期限日から落札決定日までの期間に、本県の指名停止措置を受け
ていないこと（提出日現在の状況を記載する）。

入札に参加しようとする者との間に、資本関係、人的関係又はその他の
入札の適正さが阻害されると認められる関係がないこと。

当該工事に係る設計業務等の受託者（共同企業体の場合は、各構成員を
含む。）又は当該受託者と資本関係、人的関係又はその他同視しうる資
本関係又は人的関係がある建設業者でないこと。

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに
準ずるものとして、沖縄県土木建築部発注工事等からの排除要請があ
り、当該状況が継続している者でないこと。

記載例



事後審査型　 [JV構成員］
（特別簡易型・簡易型I・II型）

（別記様式１－３）（共同企業体の代表者以外の構成員用）

公告文３ 入札参加資格に定める事項

＜申請者記入欄＞※1

1
該当する。
（○等級）

2 該当する。

3
別記様式３-１のとおり配置でき
る。

4 該当する。

5
全構成員ともに同条の規定に該

当しない。

6 全構成員ともに該当する。

7
提出日現在、全構成員ともに指
名停止の措置は受けていない。

8
全構成員ともに更生手続及び再
生手続開始の申立てはしていな

い。

9
全構成員ともに、他の入札参加
者との間に資本関係又は人的関

係等はない。

10
全構成員ともに設計業務等の受
託者と資本関係、人的関係等は

ない。

11
全構成員ともに排除要請は受け

ていない。

12
該当する。

（○○一式工事、
総合評定値○○○点）

※1 ＜申請者記入欄＞は記入例なので、適宜書き換えること。

※2 添付書類は、提出様式等一覧で確認すること。

入札参加資格確認申請書（３）

資格確認項目

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた
者を除く。）でないこと。

建設業法第27条の23に規定する経営事項審査を受けた者であって、経営
事項審査結果通知書が有効期限内にあること。

申請書及び確認資料（事後審査（自己評価）型の場合は、自己評価表）
の提出期限日から落札決定日までの期間に、本県の指名停止措置を受け
ていないこと（提出日現在の状況を記載する）。

入札に参加しようとする者との間に、資本関係、人的関係又はその他の
入札の適正さが阻害されると認められる関係がないこと。

当該工事に係る設計業務等の受託者（共同企業体の場合は、各構成員を
含む。）又は当該受託者と資本関係、人的関係又はその他同視しうる資
本関係又は人的関係がある建設業者でないこと。

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに
準ずるものとして、沖縄県土木建築部発注工事等からの排除要請があ
り、当該状況が継続している者でないこと。

建設業法に定める○○建設業の許可を受けた者であって、沖縄県の令和
○・○年度建設工事入札参加資格者名簿に、○○工事業の○等級又は○
等級として登録されている者。

要件を満たす技術者を配置できること。

配置予定技術者については、申請日以前に３か月以上の直接的かつ恒常
的な雇用関係があること。

沖縄県内＜○○事務所管内＞に、建設業法に基づく主たる営業所＜又は
従たる営業所＞が存在すること。

申請期限日現在の○○一式工事の経営事項審査で、直近の総合評定値が
○○○点以上あり、経営事項審査結果通知書が有効期限内にあること。

地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

記載例



（別記様式２） （用紙Ａ４）

（企業名：　　　　　　○○○建設 ）

○点

例）赤土等流出防止対策としての施工実績を兼ねている。

表彰状記載
の授与者

沖縄県土木建築部長

部 門
（ 工 種 ※ ）

土木部門

工種※は、国の表彰の場合に記載する。

同一工種(同種工事)の施工実績・表彰

同一工種＜同種工事＞の施工実績

　平成○年４月１日以降に元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要
件を満たす同一工種＜同種工事＞の施工実績を有すること。
  同一工種：○○一式工事であること。
＜同種工事：延長○ｍ、面積○㎡以上の○○工事であること。＞

工
事
内
容

工 事 名 ○○工事

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 事 成 績 ※ ※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

施 工 場 所   （都道府県・市町村名）

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

工 事 受 注 形 態 等 　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

○○一式工事

○○工法による深度○○m以上の工事

同 一 工 種

同 種 工 事

その他

赤 土 等 流 出 防 止 対 策

優
良
建
設
業
者
表
彰

表 彰 名 優良建設業者部長表彰

受賞年度
(表彰状記載の受賞日)

工 事 名 ○○○○工事

令和４年度受賞（令和４年７月21日）

記載例



（別記様式３）（単体用及び共同企業体の代表者用） （用紙Ａ４）

（企業名：○○○建設  　 ）　　　　　　　※JV工事の場合は、代表者の企業名を記入すること。

○○点

表彰状記載
の授与者

沖縄県土木建築部長

部 門 土木部門

工 種 ※ ※国の表彰の場合に記載

提出日 提出先

○○○土木事務所

  （都道府県・市町村名）

○○○，○○○，○○○円

　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

団体名：○○○○○○○○　推奨単位：○○単位(ﾕﾆｯﾄ)／○年
取得単位○/推奨単位○＝○％

　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他の従事役職と役職従事期間
を記入

○○一式工事

○○工法による深度○○m以上の工事

契 約 金 額 （ 最 終 ）

※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

主任(監理)技術者等の資格・施工経験・表彰・CPD

主任（監理）技術者   　○○○ ○○

○級○○施工管理技士（取得年月日、登録番号、保有年数○年）
監理技術者資格（取得年月、登録番号及び登録会社）
監理技術者講習（取得年月、修了証番号）

○○工事　※過去に属した企業での経験の場合、その企業名も明記すること。

 　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

　平成○年４月１日以降に元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要
件を満たす同一工種＜同種工事＞に従事した経験を有すること。
  同一工種：○○一式工事であること。
　＜同種工事：○○○＞

　　　　　　　　　　　 ○○○ ○○

表 彰 名

受賞年度
(表彰状記載の受賞日)

優良建設業者部長表彰

例１）本工事に着手する前の○月○日に工期が完了するため本工事に従事可能
例２）現在、現場代理人（担当技術者）なので変更を行い本工事着手日までに従事可能
例３）特例監理技術者の兼任配置により従事可能

コリンズ登録の有無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

重複申請
中の工事

工事名

○○○○○○工事 ○○○土木事務所

申請時に
従事中の
他工事

受 賞 時 企 業 名

工 事 名 ○○○○工事

優
良
技
術
者
表
彰

重
複
す
る
他
工
事

工 事 名 ○○○○○○○○工事

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

従 事 役 職 ○○技術者

本 工 事 と 重 複 し た
場 合 の 対 応 措 置

R○.○．○

○○建設

令和４年度受賞（令和４年７月21日）

継 続 教 育 （ CPD ）

配 置 予 定 技 術 者 の 氏 名

（ ふ り が な ）

同一工種＜同種工事＞の施工経験

保 有 す る 資 格 ・ 年 数 等

工 事 名

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無

発 注 機 関 名

工 期

工 事 受 注 形 態 等

従 事 役 職

工
事
内
容

同 一 工 種

同 種 工 事

工 事 成 績 ※

施 工 場 所

記載例



（別記様式３-１）（共同企業体の代表者以外の構成員用） （用紙Ａ４）

構成員（企業名：○○○建設　　                   ）

○○点

表彰状記載
の授与者

沖縄県土木建築部長

部 門 土木部門

工 種 ※ ※国の表彰の場合に記載

提出日 提出先

配 置 予 定 技 術 者 の 氏 名 主任（監理）技術者   　○○○ ○○

主任(監理)技術者等の資格・施工経験

同一工種＜同種工事＞の施工経験
　平成○年４月１日以降に元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要
件を満たす同一工種＜同種工事＞に従事した経験を有すること。
  同一工種：○○一式工事であること。  ＜同種工事：○○○＞

（ ふ り が な ） 　　　　　　　　　 　　○○○　○○

保 有 す る 資 格
○級○○施工管理技士（取得年月日、登録番号）
監理技術者資格（取得年月、登録番号及び登録会社）
監理技術者講習（取得年月、修了証番号）

工
事
内
容

工 事 名 ○○工事　※過去に属した企業での経験の場合、その企業名も明記すること。

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 事 成 績 ※ ※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

施 工 場 所   （都道府県・市町村名）

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 事 受 注 形 態 等 　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

従 事 役 職
　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他の従事役職と役職従事期間
を記入

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

○○一式工事

○○工法による深度○○m以上の工事

同 一 工 種

同 種 工 事

継 続 教 育 （ CPD ）
団体名：○○○○○○○○　推奨単位：○○単位(ﾕﾆｯﾄ)／○年
取得単位○/推奨単位○＝○％

優
良
技
術
者
表
彰

表 彰 名 優良建設業者部長表彰

受賞年度
(表彰状記載の受賞日)

受 賞 時 企 業 名

工 事 名 ○○○○工事

○○建設

令和４年度受賞（令和４年７月21日）

重
複
す
る
他
工
事

申請時に
従事中の
他工事

工 事 名 ○○○○○○○○工事

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

従 事 役 職 現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他の従事役職を記入

本 工 事 と 重 複 し た
場 合 の 対 応 措 置

例１）本工事に着手する前の○月○日に工期が完了するため本工事に従事可能
例２）現在、現場代理人（担当技術者）なので変更を行い本工事着手日までに従事可能
例３）特例監理技術者の兼任配置により従事可能

コリンズ登録の有無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

重複申請
中の工事

工事名

○○○○○○工事 R○.○．○ ○○○土木事務所

記載例



（別記様式３-２） （用紙Ａ４）

（企業名：○○○建設  　 ）　　　　　　　※JV工事の場合は、代表者の企業名を記入すること。

○○点

表彰状記載
の授与者

沖縄県土木建築部長

部 門 土木部門

工 種 ※ ※国の表彰の場合に記載

提出日 提出先

配 置 予 定 技 術 者 の 氏 名 主任（監理）技術者   　○○○ ○○

専任補助技術者の資格・施工経験・表彰・CPD

同一工種＜同種工事＞の施工経験

　平成○年４月１日以降に元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要
件を満たす同一工種＜同種工事＞に従事した経験を有すること。
  同一工種：○○一式工事であること。
　＜同種工事：○○○＞

（ ふ り が な ） 　　　　　　　　　　　 ○○○ ○○

保 有 す る 資 格 ・ 年 数 等
○級○○施工管理技士（取得年月日、登録番号、保有年数○年）
監理技術者資格（取得年月、登録番号及び登録会社）
監理技術者講習（取得年月、修了証番号）

工
事
内
容

工 事 名 ○○工事　※過去に属した企業での経験の場合、その企業名も明記すること。

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 事 成 績 ※ ※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

施 工 場 所   （都道府県・市町村名）

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 事 受 注 形 態 等 　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

従 事 役 職
　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他の従事役職と役職従事期間
を記入

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

従 事 役 職 ○○技術者

本 工 事 と 重 複 し た
場 合 の 対 応 措 置

例１）本工事に着手する前の○月○日に工期が完了するため本工事に従事可能
例２）現在、現場代理人（担当技術者）なので変更を行い本工事着手日までに従事可能
例３）特例監理技術者の兼任配置により従事可能

コリンズ登録の有無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

申請時に
従事中の
他工事

工 事 名 ○○○○○○○○工事

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 期

重複申請
中の工事

工事名

○○○○○○工事

　　※経験が少ない配置予定技術者を補助する、経験豊富な技術者を専任補助者として配置する場合に記入する。
 　（配置予定技術者に係る評価は、この様式に記入した技術者で行う。）

専任で補助する配置予定技術者 主任（監理）技術者   　○○○ ○○

工 事 名 ○○○○工事

継 続 教 育 （ CPD ）
団体名：○○○○○○○○　推奨単位：○○単位(ﾕﾆｯﾄ)／○年
取得単位○/推奨単位○＝○％

受賞年度
(表彰状記載の受賞日)

受 賞 時 企 業 名

○○工法による深度○○m以上の工事

同 一 工 種

同 種 工 事

表 彰 名 優良建設業者部長表彰

○○一式工事

R○.○．○ ○○○土木事務所

優
良
技
術
者
表
彰

　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
重
複
す
る
他
工
事

○○建設

令和４年度受賞（令和４年７月21日）

記載例



（別記様式3-3） （用紙Ａ４）

審査対象期間の追加

追加事由 期間等 休業日数 追加期間 備考

出産日 令和　　年　　月　　日 －
事業主通知
資料等添付

産前休業
令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

事業主通知
資料等添付

産後休業
令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

事業主通知
資料等添付

育児休業
令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

事業主通知
資料等添付

介護休業
令和　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

事業主通知
資料等添付

合　　　計 0日間

審査対象期間に加える期間 対象外

※ ２週間以上休業した場合は、１年単位で切り上げた期間を審査対象期間に加えるものとする。

有　　　　・　　　　無　　　　（どちらか一方を記載すること）

（企業名：　○○○建設　　)

【審査対象期間の追加事由】（配置予定技術者）

配置予定技術者名：　○○　○○

企業名： ○○○○



（別記様式3-４）　※特例監理技術者の配置を認める場合 （用紙Ａ４）

□

□

□

□

□

□

　特例監理技術者が兼務できる工事は○○市内の工事でなければならない。

　兼務する工事は維持工事※以外の工事でなければならない。
　　※「維持工事」とは通年維持工事等（２４時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）をいう。

　上記項目を全て満たしている。

※競争参加資格確認時は、本チェックリストの確認のみとする。
※要件を確認するための資料は、落札決定後に提出を求める。

特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項

企業名： ○○○○
配置予定技術者名：　○○

　特例監理技術者の配置を予定している。

　建設業法第２６条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者を専任で配置す
ること。

　同一の特例監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件までとする。



（別記様式４－１） （用紙Ａ４）

工事名：

企業名：

・その他事項は、総合評価方式の運用を参照すること。

○月

工　　程　　表

主要
工種

単位 数量
○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月

■工程管理に係わる技術的所見
　（※参加申込者で記入する。）

･工期を令和○年○月○日～令和○年○月○日とする。

10  20 10  20 10  20 10  20 10  20 10  2010  20 10  20 10  20 10  20 10  20 10  20



（別記様式４－２） （用紙Ａ４）

工事名：

企業名：

  ■施工上
     の課題

項　　目

 施工上の課
 題の概要

①
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
について

200 文字

②
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□について

120 文字

③
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇について

100 文字

④
▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽
▽▽について

80 文字

⑤
××××××××××××××××××××××××××××××
××××××××××××の採用について

130 文字

630 文字】

注）本様式を使用していないものは、評価しない。
注）6項目以降及び5項目全体で600字を超過した部分については、評価しない。
注）その他、総合評価方式の運用を参照すること。

施工上の課題に対する技術的所見

 ○○対策について 　【※発注者側で記載する。】

具　体　的　な　施　工　計　画

課題に対する
技術的所見

【全体総文字数

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋のため,◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇を行う。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊のため、▽▽▽▽▽▽▽▽
▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽を行う。

××××××××××××××のため、××××××××××××××××××××××××
×××××××××××××××××××××××××××××××××××××××××
×××××××××××××により…(以降600字超過)...×××××××××××を採用する。

　【※発注者側で記載する。】

×××××××××××××××××××××××××××××××××××のため、△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△を行う。

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※※※※※※※のため、□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□型枠を使用する。



（別記様式４－３） （用紙Ａ４）

工事名：

企業名：

  ■施工上の
     配慮事項

項　　目

 配慮事項の
 設定理由

①
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
について

200 文字

②
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□について

120 文字

③
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇について

100 文字

④
▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽
▽▽について

80 文字

⑤
××××××××××××××××××××××××××××××
××××××××××××の採用について

130 文字

630 文字】

注）本様式を使用していないものは、評価しない。
注）5項目でないもの及び5項目全体で600字を超過した部分については、評価しない。
注）その他、総合評価方式の運用を参照すること。

　【※発注者側で記載する。】

施工上配慮すべき事項の技術的所見

 ○○対策について 　【※発注者側で記載する。】

具　体　的　な　施　工　計　画

課題に対する
技術的所見

×××××××××××××××××××××××××××××××××××のため、△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△を行う。

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※※※※※※※のため、□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□型枠を使用する。

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋のため,◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇を行う。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊のため、▽▽▽▽▽▽▽▽
▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽を行う。

××××××××××××××のため、××××××××××××××××××××××××
×××××××××××××××××××××××××××××××××××××××××
×××××××××××××により…(以降600字超過)...×××××××××××を採用する。

【全体総文字数



（別記様式４－4） （用紙Ａ４）

工事名：

企業名：

  ■施工上
     の課題

項　　目

 施工上の課
 題の概要

①
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
について

200 文字

②
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□について

120 文字

③
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇について

100 文字

④
▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽
▽▽について

80 文字

⑤
××××××××××××××××××××××××××××××
××××××××××××の採用について

130 文字

630 文字】

注）本様式を使用していないものは、評価しない。
注）6項目以降及び5項目全体で600字を超過した部分については、評価しない。
注）その他、総合評価方式の運用を参照すること。

　【※発注者側で記載する。】

材料の品質管理に係わる技術的所見

 ○○の品質管理について 　【※発注者側で記載する。】

具　体　的　な　施　工　計　画

○〇の品質
管理について

×××××××××××××××××××××××××××××××××××のため、△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△
△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△を行う。

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※※※※※※※のため、□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□型枠を使用する。

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋のため,◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇を行う。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊のため、▽▽▽▽▽▽▽▽
▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽を行う。

××××××××××××××のため、××××××××××××××××××××××××
×××××××××××××××××××××××××××××××××××××××××
×××××××××××××により…(以降600字超過)...×××××××××××を採用する。

【全体総文字数



（別記様式４－５） （用紙Ａ４）

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業名：

■技術提案事項 ○○○○○について　　【※発注者側で記載する。】

提案項目の設定理由
【※発注者側で記載する。】
※提案項目を設定した理由について、応札者にその必要性にがわか
るよう簡潔に記載すること。

項　　目 具体的な技術提案

注）その他、総合評価方式の運用を参照すること。

技術提案事項に対する技術的所見



（別記様式５） （用紙Ａ４）

4

工 事 名

施 工 場 所

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 期 令和○年○月○日～令和○年○月○日

受 注 形 態 等 □単体 ／○○・○○ＪＶ（出資比率○％）　　□代表者 ／構成員

 ○○工事

沖縄県○○市
コリンズ登録番号：
0000000000

3

工 事 名

施 工 場 所

受 注 形 態 等 □単体 ／○○・○○ＪＶ（出資比率○％）　　□代表者 ／構成員

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 期 令和○年○月○日～令和○年○月○日

沖縄県○○市
コリンズ登録番号：
0000000000

 ○○工事

2

工 事 名

施 工 場 所

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 期 令和○年○月○日～令和○年○月○日

受 注 形 態 等 □単体 ／○○・○○ＪＶ（出資比率○％）　　□代表者 ／構成員

 ○○工事

沖縄県○○市
コリンズ登録番号：
0000000000

（企業名：　○○○建設　　　）

1

工 事 名

施 工 場 所

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 期 令和○年○月○日～令和○年○月○日

受 注 形 態 等 □単体 ／○○・○○ＪＶ（出資比率○％）　　□代表者 ／構成員

コリンズ登録番号：
0000000000

沖縄県○○市

 ○○工事

工事規模： ○○万円以上の工事

近隣地域内での施工実績

対象工事： 沖縄県土木建築部発注工事で、完成・引渡しが完了した工事

対象期間： 令和○年度～申請書及び確認資料（自己評価表）提出期限日までに完成・引渡し

対象工種： ○○一式工事（又は同種工事）

記載例



（別記様式６） （用紙A４）

（企業名： 　○○○建設　　　　　）

該当 登録基幹技能者の活用

本工事に関連する種類（職種）の登録基幹技能者等を１名以上従
事させる。

本工事に登録基幹技能者等を従事させない。

該当 県内企業の下請活用率

県内企業への下請比率は、全下請予定額の○％以上または元請県
内企業におけるすべて自社施工を予定。

県内企業への下請比率は、全下請予定額の□～○％未満を予定。

県内企業への下請比率は、全下請予定額の□％未満を予定。

該当 技術者の配置予定

若手・女性技術者いずれか配置を予定している。

若手・女性技術者いずれも配置を予定していない。

※この様式に係る評価は、申請内容（予定）について評価するものである。

※この様式で申請する内容について、あらかじめ定めておく必要はない。

※申請内容の履行確認ができなかった場合、評価内容の担保（ペナルティー）を課すことがある。

【　若手・女性担当技術者の配置 <選択>　】

該当する欄に○印を記入する。

備　考

【　登録基幹技能者等の活用　】

該当する欄に○印を記入する。

備　考

【　県内企業の下請活用　】

該当する欄に○印を記入する。

備　考

記載例



（別記様式6-2） （用紙Ａ４）

（企業名：　　　　　　○○○建設 ）

証明書発行工事なし。

○点

証明書発行工事なし。

○点

証明書発行工事なし。

○点

証明書発行工事あり。

工
事
内
容

工 事 名 ○○工事

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

発 注 機 関 名 ○○○土木事務所

工 事 成 績 ※

  （市町村名）○○地内

　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

【　難工事施工実績　】
該当する欄に○印を記入する。

工 事 受 注 形 態 等

※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

○○○，○○○，○○○円

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

○○○土木事務所

工 事 成 績 ※

該当する欄に○印を記入する。

※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

施 工 場 所   （市町村名）○○地内

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

工 事 受 注 形 態 等 　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

同 一 工 種

【　ＩＣＴ活用工事施工実績　】

施 工 場 所

○○一式工事

契 約 金 額 （ 最 終 ） ○○○，○○○，○○○円

【　週休2日実施工事施工実績　】
該当する欄に○印を記入する。

○○○土木事務所

証明書発行工事あり。

工
事
内
容

工 事 名 ○○工事

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

発 注 機 関 名

施 工 場 所

  （市町村名）○○地内

契 約 金 額 （ 最 終 ）

工 事 成 績 ※ ※沖縄県土木建築部発注工事の場合記入

証明書発行工事あり。

工
事
内
容

工 事 名 ○○工事

コ リ ン ズ 登 録 の 有 無  　有（コリンズ登録番号：0000000000）  　／　　無

発 注 機 関 名

工 期 　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

工 事 受 注 形 態 等 　単体　／　○○・○○ＪＶ（出資比率○％）

記載例



(別記様式6-3)　(単体用) (用紙A-4)

沖縄県知事　殿

建設業許可番号
住所

商号又は名称
代表者氏名

電話
FAX

E-mailアドレス

所属
(部課等)

氏名

令和○○年○○月○○日

※　誓約書（別記様式6-3）と一緒に「労務費見積り尊重宣言」を公表した事実が確認できる資料（様式指定なし）を提出すること。

○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

提出者
サイン
[手書き]

誓約書

　○○○○工事について、下請企業への見積り依頼に際して労務費（労務賃金）を内訳明示した見積書の提出を要請し
ます。

資格確認資料記載責任者氏名 ○○○○○○

○○○○○○○○
〒○○○－○○○○
○○○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

記載例



(別記様式6-3)　(共同企業体用) (用紙A-4)

沖縄県知事　殿

代表 建設業許可番号
住所

商号又は名称
代表者氏名

電話
FAX

E-mailアドレス

構成員 建設業許可番号
住所

商号又は名称
代表者氏名

構成員 建設業許可番号
住所

商号又は名称
代表者氏名

所属
(部課等)

氏名

令和○○年○○月○○日

誓約書

　○○○○工事について、下請企業への見積り依頼に際して労務費（労務賃金）を内訳明示した見積書の提出を要請し
ます。

※　誓約書（別記様式6-3）と一緒に「労務費見積り尊重宣言」を公表した事実が確認できる資料（様式指定なし）を提出すること。

〒○○○－○○○○
○○○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

提出者
サイン
[手書き]

○○○○○○○○

資格確認資料記載責任者氏名 ○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

○○○○○○○○
〒○○○－○○○○
○○○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

○○○○○○

●●●●・■■■■・▲▲▲▲特定建設工事共同企業体
○○○○○○○○
〒○○○－○○○○
○○○○○○○○
○○○○○○

記載例



（用紙A4）

○○建設

工事成績評定点（平均点） 対象件数 発注工種 評定点合計

76.7 6 土木一式工事 460

No
完成
年度

工事名
コリンズ
登録番号

発注工種
工事成績
評定点

1 H31年度 ○○工事 0000000000 土木一式工事 65

2 R2年度 ○○工事 登録なし 土木一式工事 70

3 R3年度 ○○工事 0000000000 土木一式工事 75

4 R4年度 ○○工事 登録なし 土木一式工事 80

5 R4年度 ○○工事 0000000000 土木一式工事 85

6 R5年度 ○○工事 0000000000 土木一式工事 85

7

8

9

10

11

12

13

14

（別記様式７）

工　　事　　成　　績

対象工事：

対象期間： 平成31年度～令和５年度完成工事

（ 企 業 名 ： ）

対象工種： 土木一式工事

沖縄県土木建築部発注工事において最終契約額が1千万円以上の工事

記載例



（別記様式８） （用紙A4）

※ 過去3年間の受注額及び当該年度受注額は、当初契約額のみを計上する。

企業名： ※ 債務負担行為工事及び当初契約締結日から3年度間以上に渡る工事は、「年度毎の

当該年度受注額
合計(A)

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

← 60,000,000 160,000,000 160,000,000 90,000,000

当初契約年度 工事名 当該年度受注額

発注工種 ｺﾘﾝｽﾞ 0000000000 受注形態 単体／JV(○%) ～ R00.00.00 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

R3年度 工事名

土木一式工事 ｺﾘﾝｽﾞ 0000000000 受注形態 JV(50%) ～ R4.11.30

R4年度 工事名

土木一式工事 ｺﾘﾝｽﾞ 登録なし 受注形態 単体 ～ R5.3.31

R4年度 工事名

土木一式工事 ｺﾘﾝｽﾞ 0000000000 受注形態 JV(20%) ～ R6.2.20

R5年度 工事名

土木一式工事 ｺﾘﾝｽﾞ 0000000000 受注形態 単体 ～ R7.1.31

R5年度 工事名

土木一式工事 ｺﾘﾝｽﾞ 0000000000 受注形態 単体 ～ R6.12.20

R6年度 工事名

土木一式工事 ｺﾘﾝｽﾞ 0000000000 受注形態 単体 ～ R6.11.30

工事名

ｺﾘﾝｽﾞ 受注形態 ～

工事名

ｺﾘﾝｽﾞ 受注形態 ～

工事名

ｺﾘﾝｽﾞ 受注形態 ～

○○工事

当初
工期

当初
工期

○○工事

○○工事

当初
工期

当初
工期

ゼロ債務負
担行為工事

○○工事 R6.5.1

90,000,000

○○工事 R6.2.17

80,000,000

当初
工期

当初
工期

○○工事 R6.3.28

80,000,000

ゼロ債務負
担行為工事

当初
工期

○○工事 R3.6.1

60,000,000 90,000,000

債務負担
行為工事

当初
工期

○○工事 R5.3.1

60,000,000

当初
工期

○○工事 R4.9.1

10,000,000

備考

企業手持ち工事量（特別簡易型・簡易型Ⅰ型・簡易型Ⅱ型・標準型）

対象工種：

対象工事：

過去3年間の
平均受注額(B)

過去3年間（年度合計）

0.71 126,666,667

○○工事 R00.00.00 過年度の受注額（年度毎契約額）当初
工期

令和３年度以降に契約した県土木建築部発注工事において当初契約額が1千万円以上の工事

土木一式工事

手持ち工事量比率
＝(A)／(B)

（　○○建設                ）
 ゼロ債務負担行為工事(初年度の支払限度額がゼロ)は、当初契約年度に計上する。

 支払限度額」を各年度毎の受注額に計上する。当初契約締結日から2年度間に渡る

記載例



（別記様式９） （用紙Ａ４）

）

回数 活動名称 実施年月日
会社からの
参加人数

実施場所 （具体的な活動内容）

記入例

１回目 道路クリーン作戦 ○年○月○日 ○○人
県道○○号線（那覇
市泉崎周辺）

道路クリーン作戦における県道○○号線
の清掃活動

２回目

活動実績○○回

※ 活動実績が無い場合は、その旨記載すること。

該当

○

災害協定締結なし

県内市町村との協定締結あり

沖縄総合事務局との災害協定締結あり

沖縄県との災害協定締結あり

（企業名：　○○○建設　　

【　社会資本維持活動の実績　】

【　災害協定締結の有無　】

該当する欄に○印を記入する。

協定締結の内容 左と協定を締結している締結者名・所属団体名

　○○○建設業協会

記載例



（用紙Ａ４）

住　 所

会社名

代表者

担当者

連絡先

工　事　名 ○○○○工事

提出年月日 令和　　年　　月　　日（　　）

資料目次
□建設業の許可について(通知)(写)・・・・Ｐ１
□建設業許可申請書及び別表又は別紙(営業所の所在地が記載されてい
 　るもの)(写) ・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２、Ｐ３

※営業所の変更等がある場合は変更届出書の(写)
□入札参加適格合格通知書(写)・・・・・・Ｐ○
□経営事項審査結果通知書(写)・・・・・・Ｐ○
□赤土流出防止対策の施工実績資料・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式２関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式３関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式３－１関係・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式３－２関係・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式５関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式６関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式６－２関係・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式７関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式８関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式９関係・・・・・・・・・・・・Ｐ○～Ｐ○
□別記様式作業船関係・・・・・・・ Ｐ○～Ｐ○

合計　○○　枚

（別記様式10） 

証明資料

　先に提出した申請書及び確認資料の内容を証明する資料として、以下のとおり提出します。

　本資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記載例



（別記様式１０付表）

カルテ類 契約書等
工事成績評
定通知書

赤土実績 別記様式２ 別記様式３ 別記様式５ 別記様式７ 別記様式８

1 沖縄県立芸術大学△△△△学部新築工事（建築１工区） R5 35～40 ○

2 ○○○○○高校校舎改築工事（普通教室棟建築） R** 41～47 ○

3 沖縄県□□□□□□センター本所新築工事（建築１工区） R** 48～52 ○

4 沖縄県□□□□□□センター本所新築工事（建築２工区） R** **～** ○ ○

5 ○○○○○高校校舎改築工事（美術教室棟建築） R** **～** ○ ○ ○

6 △△高校校舎新築工事（建築１工区） R** **～** ○ ○

7 △△高校校舎新築工事（建築２工区） R** **～** ○ ○

8 △△高校校舎新築工事（建築３工区） R** **～** ○ ○

9 △△高校農業実習棟改築工事（建築） R** **～** ○

10 □□□□高校機械科棟改築工事（建築） R** **～** ○

11

12

13

14

15

〔本資料作成にあたっての留意事項〕

１　「年度」欄へは、竣工（予定）年度を記載すること。

２　「添付資料内容」欄へは、該当工事の実績を証明する資料として添付したものについて、チェックボックス内へレ点を付すこと。

３　「掲載ページ」欄へは、該当工事に係る資料の掲載ページについて漏れなく記載すること。掲載ページの漏れがある場合、添付漏れとみなす。

４　「該当様式」欄へは、当該工事に係る資料がどの様式の証明資料となるかを○印を入力し明らかにすること。

５　記入欄が不足する場合は、複数枚に記入してよい。

６　本付表により、工事ごとの証明資料の掲載ページを明らかにすることにより、様式ごとに重複する資料については添付を省略することができる。

※本付表は、あくまでも様式ごとに重複する資料の添付を省略する場合にのみ作成を要するものであり、従来どおり重複する資料を省略せずすべて添付する場合は作成の必要はない。

工事実績関連資料一覧表

番号 工事名称
竣工
(予定)
年度

添付資料内容

掲載ページ

該当様式

資料が重複するため添付の省略が可能。

記載例



：

：

：

（企業名：　○○建設　　　　　　　　　　建設業許可番号：　　　　　　　　　）

○○工事（Ｒ○－１）

同一工種 ○○一式工事

証明資料を省略 同一工種(同種工事)の施工実績・表彰（別記様式2）関係の下記資料
する評価項目※ ・ 工事成績評定通知書（写）
（提出済み証明資料） ・

・
・

近隣地域内での施工実績（別記様式5）関係の下記資料
・

工事成績（別記様式7）関係の下記資料
・ 工事成績評定通知書（写）
・
・

手持ち工事量（別記様式8）：
過去3年間の平均受注額（B）関係の下記資料

※当該年度受注額に関係する書類は省略不可。
・
・
・
・

社会資本維持活動の実績（別記様式9）関係の下記資料
・

災害協定締結の有無（別記様式9）関係の下記資料
・
・ 所属する団体名簿の表紙及び自社該当箇所の写し

備考

※証明資料等を添付した場合は、本様式ではなく証明資料を優先とする。

(別記様式10-2)

当該年度提出済み工事実績申請書

発 注 年 度 令和○年度

ＪＶ工事の構成員としての実績の場合、出資比率を証明する資料（契約書等（写））

工 事 名 ○○○工事

同 一 工 種 ○○一式工事

　沖縄県土木建築部発注の総合評価方式適用工事において、下記の証明資料については
当該年度中に提出済みですので、本工事に係る当該証明資料の添付を省略します。

記

証明資料を提出し
た工事名

証明資料の提出先
（発注事務所）

○○土木事務所　

登録内容確認書竣工登録（写）又は工事内容等を証明する資料（契約書等（写））

沖縄県土木建築部の表彰以外の表彰の場合、表彰状（写し）

年度毎の受注額（支払限度額）がわかる資料（契約書等（写））

活動内容を証明する資料（新聞記事、表彰状、証明書等）

協定締結証明書（写）

登録内容確認書竣工登録（写）又は工事内容等を証明する資料（契約書等（写））

登録内容確認書竣工登録（写）又は工事内容等を証明する資料（契約書等（写））

ＪＶ工事の構成員としての実績の場合、出資比率を証明する資料（契約書等（写））

登録内容確認書受注登録（写）又は工事内容等を証明する資料
契約書（写）（当初契約書のみ）

ＪＶ工事の構成員としての実績の場合、出資比率を証明する資料（契約書等（写））

記載例



（作業船別記様式） （用紙A４）

（企業名： 　○○○建設　　　　　）

該当 作業船保有持ち分比率

保有比率50％以上又は保険支払比率50％以上

保有比率20％以上50％未満又は保険支払比率20％以上50％未満

保有比率20％未満かつ保険支払比率20％未満、保有なし

【　作業船の保有の有無（作業船保有の評価試行工事）　】

　　証明資料：「登記簿」、「社会保険証券」または「共同保有契約書」等

該当する欄に○印を記入する。

備　考

※この項目については、船舶の保有状況が分かる証明資料を添付すること。


